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別紙様式第１

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


関係社員名簿について（届出）


標記について、下記のとおり届出します。

記

１　調達要求番号：
２　契約件名：
３　取り扱う秘密の種類：
４　関係社員名簿：別添のとおり。








添付書類：関係社員名簿

注：１　第３項の「取り扱う秘密の種類」には、装備品等秘密、特別防衛秘密又は特定特別防衛秘密のいずれかを記載する。
２　関係社員名簿に変更があった場合の届出については、件名を「関係社員名簿の変更について（届出）」とし、第５項に「変更理由」を加え、具体的な変更理由を記載する。




別添対外厳秘


関係社員名簿関係者限定


	番号
	（ふりがな）
氏名
	関係社員
としての役職
	関係社員
としての業務内容
	生年月日
	部署・役職
	勤務状況等
	国籍
	確認結果
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：１　名簿に所定の事項を記載した後は、「個人情報」の表示を併記する。
２　備考欄には、委託先又は提供先において確認結果の根拠となった資料名等又は確認の方法等を記載するほか、その他懸念される事項等があればその旨記載する。
３　関係社員名簿に記載された情報は、関係社員としての確認手続のみに使用し、目的外の利用を禁止するとともに適切に管理しなければならない。











別紙様式第１の２


同　意　書

（事業者名）

　　　　　　　　　　　　宛


私は、在職中及び離職後において、装備品等秘密を故意に漏えい等した場合は、関係法律により罰せられる場合があること及び民事上の責任を問われる場合があることを理解し、装備品等秘密を取り扱う業務に従事することに同意します。
また、装備品等秘密を取り扱う業務に従事するに当たって、装備品等秘密を取り扱う者としてふさわしい者であるかの確認のために必要な事項を防衛省に報告し、防衛省がこの確認のため必要な場合はこれに協力することについて同意します。


現 住 所：　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　　　　　　　　　　　　　



















※本同意書は、署名から５年間有効
別紙様式第２

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


事業者秘密取扱適格性の確認について（申請）

標記について、下記のとおり申請します。

記

１　秘密保全規則等
⑴　秘密保全規則又は特別防衛秘密保護規則
⑵　秘密保全実施要領

２　総括者

３　保全教育の実施計画、内容及び方法

４　秘密保全施設
⑴　秘密保全施設の名称：
⑵　秘密保全施設の用途：
⑶　秘密の種類及び区分：
⑷　秘密の物件等名：
⑸　秘密保全施設の構造等：








添付書類：１　秘密保全規則又は特別防衛秘密保護規則
２　秘密保全実施要領
３　保全教育テキスト（令和　年　月　日現在）
４　その他参考になる資料（必要に応じて）

注：１　事業者秘密取扱適格性の一部内容を変更する場合の申請については、件名を「事業者秘密取扱適格性の一部内容の変更に係る確認について（申請）」とし、変更する事項及びに「変更理由」を加え、具体的な変更理由を記載するとともに、添付書類に変更した秘密保全規則等の新旧対照表を加える。
２　総括者の項目については、秘密保全規則等で規定する総括者の役職名等を記載すること。
３　秘密保全施設については、新規の申請時に合わせて申請する場合に記載すること。


別紙様式第３

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


事業者秘密取扱適格性について（届出）

標記について、調達要求番号（契約件名）において適用する秘密保全規則等は、下記のとおり確認を受けているので届出します。

記

１　秘密保全規則等
⑴　秘密保全規則又は特別防衛秘密保護規則
⑵　秘密保全実施要領

２　総括者

３　保全教育の実施計画、内容及び方法

４　秘密保全施設













注：第１項、第３項及び第４項には、当該項目について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。第２項については、本契約における総括者の役職名を記載する。
別紙様式第４

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


事業者秘密取扱適格性の一部内容の変更について（届出）

標記について、下記のとおり届出します。

記

１　変更する事項

２　変更する理由

３　変更年月日















添付書類：

注：１　変更する事項欄には、「秘密保全規則」、「特別防衛秘密保全規則」、「秘密保全実施要領」、「保全教育」と記載する。
２　変更する理由欄には、変更する理由を具体的に記載する。
３　届出に当たっては、変更内容を明示した書類を添付する。

別紙様式第５

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


保全教育の実施状況等について（報告）

標記について、下記のとおり報告します。

記

１　保全教育の年間実施結果
⑴　実施期間
第１回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
第２回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
・・・
第○回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
⑵　実施場所
⑶　受講者
受講者数

２　保全教育の内容
⑴　保全教育の内容
⑵　講師

３　保全教育の年間実施計画
⑴　実施予定期間
第１回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
第２回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
・・・
第○回　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日
⑵　実施予定場所
⑶　受講予定者
受講予定者数

４　保全教育の予定内容
⑴　保全教育のカリキュラム
⑵　講師予定者


別紙様式第６

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


秘密保全施設の（選択＊）に係る確認について（申請）

標記について、下記のとおり申請します。

記

１　秘密保全施設の名称

２　秘密の物件等名

３　秘密の種類及び区分

４　（選択＊）の理由

５　秘密の保全措置又は特別防衛秘密の保護措置
⑴　秘密保全規則又は特別防衛秘密保護規則
⑵　秘密保全実施要領
⑶　保全教育













添付書類：
別紙様式第６　記載要領

１　（選択＊）には、「新設」又は「変更」のいずれかを記載する。
２　第１項には、確認を受けようとする秘密保全施設の名称、棟名、階数等を記載
する。
３　第２項において、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の物件等名が特定できない場合は、「装備品等秘密文書等」、「特別防衛秘密文書等」等と記載する。
４　第３項には、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の種類及び区分（「特定特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」、「特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」又は「装備品等秘密」の別）を記載する。
５　第５項各号には、それぞれについて、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
６　申請に当たっては、確認を受けようとする秘密保全施設の図面等を添付する。


別紙様式第７

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


秘密保全施設の変更について（届出）

標記について、下記のとおり届出します。

記

１　確認番号

２　秘密保全施設の名称

３　秘密の物件等名
⑴　変更前
⑵　変更後

４　秘密の種類及び区分
⑴　変更前
⑵　変更後

５　用途
⑴　変更前
⑵　変更後

６　変更理由




別紙様式第７号　記載要領

１　第１項には、変更する前の当該秘密保全施設について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
２　第３項には、変更前及び変更後のそれぞれについて、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の物件等名を記載する。
３　第４項には、変更前及び変更後のそれぞれについて、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の種類及び区分（「特定特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」、「特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」又は「装備品等秘密」の別）を記載する。
４　第５項には、変更前及び変更後のそれぞれについて、当該秘密保全施設の用途を次の例により記載する。
（記載例）「文書保管」、「物件保管」、「文書製作・複製」、「物件製造」、「試験・検査」等
５　第６項には、変更する理由を具体的に記載する。

別紙様式第８

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


秘密保全施設の解除について（届出）

標記について、下記のとおり届出します。

記

１　秘密保全施設の名称

２　秘密の物件等名

３　秘密の種類及び区分

４　確認番号

５　解除理由

６　解除年月日














添付書類：

別紙様式第８　記載要領

１　第２項には、当該秘密保全施設で取り扱っていた秘密の物件等名を記載する。
２　第３項には、当該秘密保全施設で取り扱っていた秘密の種類及び区分（「特定特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」、「特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」又は「装備品等秘密」の別）を記載する。
３　第４項には、解除する秘密保全施設について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
４　第５項には、解除する理由を具体的に記載する。


別紙様式第９

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


秘密保全施設の転用について（届出）

標記について、下記のとおり届出します。

記

１　確認番号

２　秘密保全施設の名称

３　秘密の物件等名
⑴　転用前
⑵　転用後

４　秘密の種類及び区分
⑴　転用前
⑵　転用後

５　転用理由








別紙様式第９　記載要領

１　第１項には、転用する前の当該秘密保全施設について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
２　第３項には、転用前及び転用後のそれぞれについて、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の物件等名を記載する。
３　第４項には、転用前及び転用後のそれぞれについて、当該秘密保全施設において取り扱う秘密の種類及び区分（「特定特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」、「特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」又は「装備品等秘密」の別）を記載する。
４　第５項には、転用する理由を具体的に記載する。


別紙様式第１０

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


閉鎖区域の（選択＊）に係る確認について（申請）

標記について、下記のとおり申請します。

記

１　閉鎖区域の名称

２　秘密の物件等名

３　秘密の種類及び区分

４　（選択＊）の理由

５　設定期間

６　秘密の保全措置又は特別防衛秘密の保護措置
⑴　秘密保全規則又は特別防衛秘密保護規則
⑵　秘密保全実施要領
⑶　保全教育











添付書類：

別紙様式第１０　記載要領

１　（選択＊）には、「設定」又は「変更」のいずれかを記載する。
２　第１項には、確認を受けようとする閉鎖区域の名称、棟名、階数等を記載する。
３　第２項において、当該閉鎖区域において取り扱う秘密の物件等名が特定できない場合は、「装備品等秘密文書等」、「特別防衛秘密文書等」等と記載する。
４　第３項には、当該閉鎖区域において取り扱う秘密の種類及び区分（「特定特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」、「特別防衛秘密（機密・極秘・秘）」又は「装備品等秘密」の別）を記載する。
５　第５項には、契約履行上、真に必要とする設定期間（始期年月日及び終期年月日）を記載する。
６　第６項各号には、それぞれについて、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
７ 申請に当たっては、確認を受けようとする閉鎖区域の図面等を添付する。


別紙様式第１１

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


閉鎖区域の変更について（届出）

標記について、下記のとおり届出します。

記

１　確認番号

２　閉鎖区域の名称

３　秘密の物件等名

４　秘密の種類及び区分

５　設定期間
⑴　変更前
⑵　変更後











注：１　第１項には、変更する前の当該閉鎖区域について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。
２　第５項には、変更前及び変更後のそれぞれについて、設定期間（始期年月日及び終期年月日）を記載する。 

別紙様式第１２

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


事業計画の確認について（申請）

標記について、「装備品等の調達に係る秘密保全対策ガイドライン」第１５の規定に基づき事業計画書を確認されたく申請します。

記

１　調達要求番号

２　契約品名

３　認証番号又は契約番号(年月日)

４　納期

５　委託先事業所等名

６　ガイドラインに基づき秘密を取り扱うことが困難な理由

７　設備等の改修等、事業計画の完了見込時期











添付書類：事業計画書
別紙様式第１２の２

発簡番号
発簡年月日

分任支出負担行為担当官
航空自衛隊第３補給処調達部長
　　　　　　　　　　　　　　　　殿


（委託先又は提供先）


事業計画について（届出）

調達要求番号（契約件名）において適用する事業計画は、下記のとおり確認を受けているので届出します。

記

１　事業計画






















注：第１項には、当該秘密保全規則等について、分支担官の確認を受けたときの通知文書番号及び発簡年月日を記載する。

